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【はじめに］
（前文省略）
文部科学省は平成14年度から完全施行される新学習指導要領の中で、小学校国語科の目標に
「伝え合う力」を新たに加えた。これは多様化する社会の中で人簡同士の関わり合いの重要性を
意識したもので、児童に他の人の立場や考えを理解し、お互いを灘霊することの大切さを学び
とらせ、自分の意見を持って表現していく力を養わせることを目指したものである。また、領
域構成については現行（平成元年改訂）の指導要領の「Ａ表現Ｂ理解」から「Ａ話すこと・聞
くことＢ書くことＣ読むこと」とした。調和した国語の能力の育成、コミュニケーション能力
の育成を意図した樵成となったということである。また、目標は各学年に設けられていたが、そ
れを２学年ごとの目標とし、弾力的に指導できるようになったことも改正のポイントであ
る。
このような教育界の流れも影響し、学校で学ぶことが実生活と関連していることを子どもた
ちが感じられる学習を目指したいと思った。そして、毎日各家庭に届けられる新聞が生きた国
語力、延いては生きる力の育成に果たす役割があるのではないかと考え、ＮＩＥに注目しようと思
ったのが研究動機の発端である。
また、私たちの生活と密接しているメディアとの関わりをもっと考えていくべきだという風
潮から、日本でも「メディア・リテラシー」という言葉を耳にするようになってきた｡定蕃に
はまだまだ時澗がかかりそうであるが、私自身、メディア・リテラシーの必要性を実感するこ
とと、今後メディア・リテラシーについてより盛んに論じられていくのではないかと見通して
論文に取り入れたいと考えた。
本論では、まずメディア・リテラシーとＮＩＥについて個々に論じていく。そしてメディア・リ
テラシーを養うためのＮＩＥについて論じ、その関係性を探っていきたい。
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[第一章］メディア・リテラシー
この瀬では、メディア・リテラシーとはどういった能力なのか、いかに学んでいけばよいの
かといったことを、国内外の研究や実践報告をもとに述べていく。
第一節メディア・リテラシーの概念
メディア・リテラシーという言葉は日本ではまだまだ聞きなれないものであろう。一部では
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メディア・リテラシーにおけるＮＩＥの可能性
メディア・リテラシーー情報処理能力、情報活用能力などとされ、その意味理解の誤りから、特
にパソコンというハードの使い方を教えることに留まっているケースが少なくない。パソコン
の使い方を覚えることをメディア・リテラシーの一部分としてとらえても、それ自体は目的で
はないのだ。
これから論じていくメディア・リテラシーとは、ｒ何者かによって意図的に構成された構報の
意味を、社会的な文脈や価値観をもとに批判的に読み解くとともに、自らの考えなどを表現し、
新しいコミュニケーションの回路を創造する、主体的な能力_|と定義づけられる。
ここで言う「批判的」とは「critical（クリティカル)」を指し、否定的ではなく建設的な意味
合いで使われていることに注意したい。子どもを守るため、いわゆるメディアのため、といっ
た保守的な姿勢ではなく、より良いコミュニティーを創り上げていくための手段であり、その
過程もメディア・リテラシーと言える。
また、メディア・リテラシーは受容と表現が循環するものである。メディアから受容した情
報を、自らが主体的に分析･評価し、新たな情報を発信する。それを受容した者がまた分析･評
価、発信し、発信者に還元する。そこからまた発信、受信、というようにコミュニケーション
が連なっていくのだ。
東京大学大学院精報学理助教授の水越伸氏は、メディア・リテラシーを「使用活動」「受容活
動」「表現活動」という二枚の布が重なってできたひとつの反物のようなものとしてとらえ、な
るべくバランスよくメディアの使用、受容、表現といった活動をのばして、メディアが介在し
ていることを意識しながらコミュニケーション活動を広げていくことが大切であると述べてい
る。
そうした営みの中で、多様で新たなコミュニケーションやコミュニティーが生まれ、豊かな
市民社会が形成されるのだ。つまり既存のメディアを越えた、新しい人間像を創り出していく
ことになる。メディア・リテラシーを学ぶことの目的は、民主社会を学ぶことであり、より良
い市民社会の形成を目指すことにあるのだ。
そのためにはマスメディアと市民、学校と社会にある亀裂を操み解しながら経絡をつくって
いく、戦後あるいは近代に失われた底路を回復していくことが必要である。そういう広い社会
的なコミュニケーションの営みのためのひとつの戦略的な活動としてメディア・リテラシーは
位置付けられるのだ。
さて、次に述べたいのは、私たち－人ひとりがメディアに自覚的に関わり、能動的に表現し、
批判的に受容するメディア・リテラシーは、生活全体の中で位篭付けられるべきものだ、とい
うことである。当然のことだが、メディア・リテラシーはそれ自体が独立したものではなく、生
活に生かされるものでなければ意味がない。そして教室で学問として学ぶものではなく、たと
えば家庭でテレビを観ながら、新聞の記事を読みながら、親子で会話したり、友達と身近な話
題から社会的な話題まで、様々なことについて意見を交わすところに、奥のメディア・リテラ
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こういったメディア・リテラシーの概念から、メディアはラジオ、新闘、テレビやインター
ネットといったマスメディアに限らず、私たち自身もメディアだと考えられる。私たち自身が
取り入れた情報を処理し、表現するからだ。つまり、情鞭を表現するための媒体がメディアな
のだ。
また、メディア・リテラシーは、情報の中味を学習対象とし、メディアが持つ特性や技法に
注目しながら製作のプロセスをl吟味していくことで理解を深め、メディアと「主体的に関わっ
ていくことｊを鑓大の目的とする。ビデオやスライドなどを学習補助のために利用する視聴覚
教育や、コンピュータの操作を習得するいわゆる『コンピュータリテラシー」とは異なること
に注趣したい。
以上で述べてきたように、主体的にメディアを瀧み解き、コミュニケーションを図っていく
メディア・リテラシーの概念は教科としての「国語」の目標を内包しており、届l語科教育と密
接に関わっていることが分かる。このことからメディア・リテラシーを国語で扱う由縁となる
と考える。
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第二節世界の現場から
メディア・リテラシーの実践は各国で広がっている。第三節では国際的な全体としての流れ
と、それぞれの取り組みや特徴を国Ｈ１に見ていく。
粥
<イギリス>
イギリスでは、メディアについて教えることが「国語」（英語）のカリキュラムの枠内で位置
付けられており、「メディア教育_|と呼ばれている。
メディアを教えることはもともと非公式ながら一部の教IHliたちによって60年近くに渡って行
われてきたという歴史があり、いわば「発祥の地」である。メディアの悪影響から子どもを守
るといった「保護主義」から始まったが、1980年以蜂は「教育の民主化」へと傾向が移ってき
た。「教育の民主化」は子どもにとって股も身近なメディア文化を学校教育に取り入れようとい
うものである。
正式にカリキュラムでｻﾉﾂ示されるようになったのは1988年の教育改革法を受けて日本の学習
指導要領にあたる全国カリキュラムがはじめて導入されてからである。それを受けて1989年か
ら教育現場で取り入れられるようになった。なお、イギリスの教育管轄は4地域に分かれており、
地域ごとに独自のカリキュラムが作成されている。ここで言うイギリスとはイングランドとウ
ェールズのことで、スコットランドと北アイルランドの2地域でもメディア教育が取り入れられ
ている。（中略）
イギリスのメディア教育の特徴をあえて…言で表すとすれば、メディア教育の目的が、メデ
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う。
イギリスのメディア教育は大学研究者とBFI(英国映画協会）がリーダーシップをとっている。
そして現在の活動の舞台が大学、研究機関、ＮＰＯ、放送局などと異なっていても、ほとんどが
教師出身者だという共通点がある。こうしたことから、メディア教育を進めるにあたって大切
なのはメディアに対する専門性だけでなく、教育現場や子どもを理解していることであると言
える。
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カナダのメディア・リテラシーヘの取り組みはオンタリオ州から始まった。
カナダはアメリカと国境を分かち合っており、同じ英語露であることから多くのアメリカ文
化が流入してくる環境にある。カナダ統計局によると、カナダの視聴者は４識をカナダ製、６割
をアメリカ製のテレビ悉組を観ており、年齢が低くなればなるほどアメリカ製の番組をよく観
るということだ。
問題なのは、どの番組も国の区別なく入ってくるにも関わらず、小さい子どもは特に両者の
違いを見分ける能力が備わっていないことにある。こうしたテレビの影響で、子どもたちの中
でカナダとアメリカの様々なことが混乱している場合があるという。
こういった問題だけが、カナダでメディア・リテラシーが広がった理fI1ではないが、文化保
護の問題は全く無関係ではない。
カナダ・オンタリオ）l(教育省発行する「メディア・リテラシー_|によると、メディア・リテ
ラシーはあらゆる教科目にとって不可欠要素であるとし、各教科の内容と学習方法の両誠で可
能な限り利用したい、とある。著誓の中で、国語の授業にはメディア・スタディズで亜要な、美
学、言語、ジャンル研究、テクストのクリティカル分析などの要素が含まれていおり、メディ
ア問題を国語の授業と結びつけてきた、と述べられている。このことはメディア・リテラシー
を|国語で扱う意義を保騨していると高･えよう。その反ilil、国語の授業の一環として行われてき
たメディア教育は「識Bll力の開発」という名のもとに、否定的なilliを長々と扱いがちであるこ
とに筥及し、ポピュラー・カルチャーを技術面だけでなく、社会蒜景や思想の[耐から学ぶ必要
性を述べている。マスメディアの否定的な部分より、肯定的な面を強洲するべきで、rcritical
thjnkmg（クリティカル・シンキング>」が大切なのである。こういった観点から、教師は子ど
もたちに小学生から高校のそれぞれに合ったレベルでメディア・リテラシーの蕊木的概念をＪ１］
いて授業し、子どもたちが自ら意味を見出し、メディアに対する自律性を身につけられるよう
支援していく役削を担っている。
カナダの初等教育は８年生で、厩語のカリキュラムは学Alzごとにｒ謀〈」「読むｊｍｎｉと1,Ｗ
によるコミュニケーション」の３つに分けられ、メディアに対する能ﾉﾉの育成は「(_剛と映像に
〃
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よるコミュニケーション」に含まれる。「多様な形態のメディアに触れ、分析し、話し合い、そ
れを自分の経験に照らし合わせて考える」力を身につけることをねらいとしており、映像や動
画を活字と筒じように理解することに力を入れている。
以下に具体的な侭を－部挙げる。
１年生一写真や絵を使ってストーリーを作ってみる。
アニメーションと現実の違いを区別する。
２年生一コマーシャルと番組の違いがわかる。
３年生一クローズアップやローアングルなど映像ショットの違いを学習する。
４年生一屋外広告、Ｔシャツなど様々なタイプの広告を見分ける。
５年生一ニュース、ドキュメンタリー映醐、インターネット、ＣＤ－ＲＯＭなど、それぞれのメ
ディアにおける情報伝達の特徴を考える。
６年生一情報の送り手による、誇張表現、偏った情報を見極める。
また、７，８年生（中学１，２年生）の国語の１割、９，１０年生の墨語の３分の１がメディアの
学習に当てることが制度化されている。このようにカナダでは現在、小学校から高校までの全
学年においてメディアの学習が義務付けられており、先進的な教育が為されていると言えよう。
(中略）
カナダにおけるメディア・リテラシーの発展の特徴は、大学などの教育機関や組織などの後
ろ盾を全く待たない教師たちの活動がメディア・リテラシーの実践として実を結んだ点にある
と言.える。
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アメリカのメディア・リテラシーは、1970年代にテレビの暴力番組が子どもに悪影響を及ぼ
すという搬査結果を受け、メディアを批判的に読み解くことの重要性を認識した教育省が教育
プログラムを蝿発し、全米の学校に教材を配布したのが始まりである。しかし、政府主導の一
方的な動きであり、教員教育などの支援も行われなかったため、広く浸透しなかった。
1980年代には、不況下で実践的な教育を電視する風潮が強まっていったため、グローバルな
競争力に直接結びつかないメディア・リテラシーは影を潜めた。
1990年代になってメディア・リテラシーは学校教育に積極的に取り入れられるようになった。
その背景には子どもの生活に占めるメディアと接する時間の多さがある。
(中略）
子どもたちを取り巻くメディア環境の変化を受けて、シンクタンクのアスペン研究所が1992
年に「メディア・リテラシー全米指導者協会」を主催した。1993年の夏、ハーバード大学に全
米各地から教育者や放送関係者が一堂に会して講座を閉き、各地で活動してきた個人をつなぐ
ネットワークを生んだ。このことはメディア・リテラシーを学校教育のカリキュラムに位置付
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ける動きに弾みをつけることになる。1994年には、ニューメキシコ州が全米で初めてメディア・
リテラシーを高校のカリキュラムに取り入れることに成功した。
ラトガーズ大学のロバート・クーピィー教授らが1999年に発表した調査結果によると、「国
語」のカリキュラムに映像メディアの学習を取り入れているのはアメリカ全50州のうち４６州に
のぼり、メディアの学習が急速に速まっていることが分かる。また、社会、歴史、市民教育で
は30州が導入、青少年の健康を保つ目豹で、保健、栄養、漉費者教育などに取り入れているの
は30州にのぼる。
こうして急展開してきたアメリカのメディア・リテラシーだが、アメリカでは、学校教育に
おけるメディア･リテラシーとは別にＮＰＯを中心としたメディア団体が存注し、成果をあげて
いる。
(中略）
また、アメリカではＣＥ（チルドレンズ・エクスプレス）の子どもによるメディア活動の他に、
市民によるメディア活動が盛んに行われている。権力の番犬（ウォッチドッグ）であるメディ
アをさらに監視するメディア・ウオッチドッグと呼ばれる団体で、全米に100以上あると言われ
る。
こうした様々な動きから言えることは、勝報が一方方向に集中せず、多様な富論が確保され
ることにある。つまりメディアによる民主主義の強化であると言えよう。
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この節の終わりに、その他の国におけるメディア・リテラシーについて簡単に述べる。
まず、オーストラリアではほぼ全部の州で教えられているようだ。英語圏以外では、フィン
ランド、ノルウェー、スウェーデンなどのスカンジナビア諸国や、オーストリア、フランス、ド
イツを始めとするヨーロッパ各国、ブラジルやチリなどのラテンアメリカの国々、イスラエル、
ロシア、南アフリカ共和国、アジアではフィリピンや香港でも取り入れられているとのことだ。
[第二章］ＭＥ
この章では日本のＮＩＥの'十kい立ちを記し、現状と今後について述べて〈。
第一節ＮＩＥの歴史
ＮＩＥとはNewspaperlnEducationの頭文字をとった呼び名で、アメリカ合衆国で1930年
代にニューヨークタイムズが開始したという説と、1955年にアイオワ州で始まったという税が
ある。後者の説のほうが一般的なようだ。
1955年にアイオワ州で実施された「中学生の文字との接触調査」で5500人'1ｺ約４灘11のrl1学Alミ
が教室外では全く文字を読んでいないという結果がⅡ'た｡このことをきっかけに､地元紙デモ
イン・レジスターがアメリカ教育協会の協力を得てＮＩＣ（NewspaperInC1assroom）を行っ
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たのが組織的なＮＩＥの始まりである。
ＷＡＮ（WorldAssociationofNewspaper＝世界新鴎協会）の「第４回世界ＮＩＥ調査ｊに
よると1997年現在、３５カ国でＮＩＥが実践されている。
日本では、1985年の新瞬大会で当時の社団法人新聞協会（以下、新聞協会）の会長であった
小林烹次氏が「NIEは教育と新聞の役曹11とにかかわる本質的な課題ｊとして言及したことに始ま
る。その後新鰯協会は販売委員会の下にＮＩＥ専門部会を設圃した。これを活勤の拠点とし、ア
メリカや北欧諸国のＮＩＥ事情を視察しながら、ＮＩＥを推進する活動を始めた。パイロット計画
が始まるまでの1985年～88年は軸IＩ期とされ、ＮＩＥを進めるための組織づくりの基盤整備が進
められた。（中略）
日本での組織的なＮＩＥは、1989年に新聞協会が学校教育における可能性を探ろうと、パイロ
ット計画を開始したことに始まる。このパイロット計画は、新聞協会が学校教育における新聞
活用の可能性を広げることを目的に、第一次パイロット計画（1989～93年)、第二次パイロッ
ト計画（1994～95年）と行われた。（中略）
1996年からは日本新聞協会が「NIE騨金」を設立し、NIEの研究助成を行っている。具体的
な内容としては、実践枝へ新聞を提供する、NIE実践者の研究支援及びNIEのPR活動が挙げら
れる。
各推進組織は新聞界と教育界を結ぶ役ilfliとして、教職経験のある者をコーディネーターとし
て迎え､NIEの更なる発腱を目指している。
また、2000年１０ﾉ子には}卵j法人!=1本新聞教育文化財観〈以下、日本新聞教育文化財岡）が述
鴬主体である「日本新聞博物館」が椴浜にオープンし、施設内にＮＩＥ全国センターが設憶され
た。（以下省略）
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[第三章］メディア・リテラシーとＮＩＥ
この章では、論文のテーマであるメディア・リテラシーにおけるＮＩＥの可能性について述べ
ていく。
第一節ＮＩＥで培うメディア・リテラシー
［はじめに］でも述べたが、新学習指導要頒で騰語科の圃標に加えられた『伝え合う力」及び
新たに創設された「総合的な学習の時間」は↑iji報化社会の中でいかに情報を主体的に扱い、人
剛としてより良く生きていくかを蕊要な視点としている○人はともすると締報に左右されすぎ
て色々なものを見失う｡メディアをうまく使いこなせるかどうかが大きなカギを握っていると
蓄える。
ＮＩＥはメディア・リテラシー学習の基礎を培うのに大いに役立つ｡まず挙げられるのが、日本
のＮＩＥで定着している観のある各紙の読み比べがそれである。この読み比べは、青少年に健全
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メディア・リテラシーにおけるＮＩＥの可能性
な社会批判精神を育むことを目的とする。読み比べ、情報の確認と調べ学習、趨己の意見の形
成という流れがあり、新聞に限らず、他のメディアにも応用できる。
ＮＩＥで何を学ぶか、明確な目的意識が必要である。生き方、知識を学ぶのか、メディア・リテ
ラシーを養いたいのか。きちんと分けるべきである。
もちろんこの両方を学ぶのである。しかし、目標を絞った学習の過程で、結果的に多くのこ
とを学ぶことになるのであり、一度にたくさんの目標を設定するとことは混乱を招くので避け
るべきだ。
ＮＩＥは手段であり、メディア・リテラシーは能力である。これらは同じ位趣に置くことのでき
ないものであろうが、どちらも究極的には多様で豊かな民主主義社会を学び、創造していくこ
とに目的がある。
ＮＩＥを手段にメディア・リテラシーを学ぶことは、つまりは民主主義社会を学ぶということで
ある。
このことから、メディア・リテラシーにおけるＮＩＥの可能性は未知数のものであろう。今後、
学年に応じた教材捌発や指導法などを更に探っていく必要がある。また、生涯学習の視点から、
学校教育だけでなく社会教育でも扱っていくべきだ。
そして、ＮＩＥのファミリーフォーカスを没透させていくとより充実した学びが得られるのでは
ないだろうか。ファミリーフォーカスとは、家庭におけるＮＩＥのことを指す。家庭で新聞の記
事を話題にコミュニケーションを図ることは、多くの広がりを秘砂ている。家族の結びつきを
深める一助になり得るのだと思う。大人は子どもを導く役割を担うが、大人が子どもに教える
のではなく、一緒に学んでいくという姿勢が求められるのだと私は考える。
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[第四章］ＮＩＥ実践枝を取材して
ＮＩＥは個人レベルと学校レベル、またはこの両方を平行して実践されていると言える。この章
では、ＮＩＥ推進校の概略と、取材させて頂いたＮＩＥ実幾校である小学校の様子を紹介する。
NIE実践の現場をレポートすることが目的であり、論文のテーマであるメディア・リテラシー
とは特に関連していないことを先に断っておく。
第一節ＮＩＥ実践枝
日本新聞教育文化財団が認定している。実践枝にはその地域で聯読可能な新聞を、１年あたり
最大６ヶ月分提供する。
以~卜に実践枝の推移を表で示す。
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出典http://www,pressnet.､e･jp/nie/nｉｅｈｔｍ
2001年度実践枝の内訳 ……
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表からも分かるように、1996年度から始まったＮＩＥ実践枝の数は着実に増えている。ＮＩＥ運
動が歩みだしてから１２年、今後のより一層の広がりに期待したい。
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東京都世田谷区立太子堂小学校（省略）
東京都世田谷区立松ヶ丘小学校（省略）
子どもの実態
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（前文省略）
論文を響くにあたって大変多くの方の理解と協力を頂いた｡卒業研究（国語）の三宅満先生
をはじめとする初等教育専攻の先生方、大班鰹立矢口小学校の中田誠先生、快く授業を見せて
くださった１１畑1谷区立松ヶ丘小学校の珠村美恵子先生と世田谷区立太子堂小学校の安部克則先
生に感謝する。また、東京都ＮＩＥ推進協議会の皆様にもこの場を借りて深く御礼申し上げる｡
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